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➀大学病院に関する制度等について
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大学病院の本来の使命・役割と機能（１）

教 育
将来の医療を担う医療人の

教育・養成
○医学部生の臨床教育
○卒後臨床(専門)研修を通じた

専門医の養成
○コ・メディカルスタッフを目指す

学生への卒前実習や卒後の研修

研 究
臨床医学発展と医療技術
水準の向上への貢献

○難治性疾患の原因究明
○新しい診断法･治療法の開発
○治験等を通じた新薬の開発

診 療
地域の中核病院としての
質の高い医療の提供

○高度先進医療の提供
○難治性疾患の治療
○地域医療機関への医師の供給
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大学病院の本来の使命・役割と機能（２）

教 育 医学部生の臨床教育、卒後の初期・専門研修等を行う医師をはじめとするその他の
医療従事者の養成機関
→ 採算に関係なく、幅広い診療科・部門が必要。

新しい診断・治療法の開発、難治性疾患の研究等を行う高度な研究機関。
→ 様々な疾病治療のための研究に多くの投資が必要。

高度医療の提供、地域医療機関への医師の供給等を行う地域の中核的な高度医療機関
→ 採算性の低い分野（小児・産科・精神・重症治療等）への支援や高度医療に対応する

ための高度な機器や人材の体制整備が必要。

○ 医師養成を行う大学医学部の教育研究に必要な施設として設置されている病院（大学設置基準第３９条）。

○ 平成５年に制度化された病院の区分において、高度な医療の提供、高度な医療技術の開発・評価、研
修の実践にあたる「特定機能病院」に承認されている病院（医療法第４条の２）。《本院》

（１）大学病院とは

研 究

（２）大学病院の特徴

診 療
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（大学病院における医師養成システム（例））

大学病院は、高度な診療技術の実践や研究の成果を活かしつつ、医師等の医療人のキャリア形成の各段階を支援している。

■看護職・薬剤師等のコメディカルスタッフの養成
○ 看護職の養成では、大学病院における学生の臨床実習の受入れを行い、また、それぞれの経験段階や専門領域等に応じて段階的な教育
体制を構築し、教育・研修を実施。

○ 薬学部学生の教育では、大学病院の薬剤部において、日常の薬剤業務を体験する実務実習（４週間程度）を実施。さらに、平成２２年
度より大学病院薬剤部にて２．５ヶ月の長期実務実習を 開始。

■大学病院における高度な医療による質の高い医師の養成

区 分 平成１５年度 平成２３年度

研修医数（人） 比率（％） 研修医数（人） 比率（％）

臨床研修病院 ２，２４３ ２７．５ ４，２２２ ５５．０

大学病院 ５，９２３ ７２．５ ３，４５０ ４５．０

計 ８，１６６ １００ ７，６７２ １００

（参考）臨床研修医の在籍状況 ※各年度の研修医数は、１年目の研修医数
※厚生労働省調べ （医師試験合格発表後）

大学病院の教育機能

指導医資格
（卒後１５年～ ）

ｻﾌﾞｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨ研修
（卒後８年～ ）

後期研修
（卒後３～７年）

初期研修
（卒後１～２年）

・各診療科の指導医の
下、地域の協力病院と
連携した教育など、教
育環境・体制を充実し、
後期専門研修に繋がる
プログラムの策定・実
施

・専門医、認定医資格取
得のための高度な 知
識・技術を教育

・地域の医療機関での研
修機会の提供などにより
必要な症例経験を支援

・ｻﾌﾞｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨ領域の
専門医取得のための高
い知識・技術を教育

・大学病院にのみある
専門分野等の高度専門
研修の提供

・学会認定指導医を
取得し、将来の医療
を担う医師を養成・
指導

学部教育
（５～６年生）

・実技等の共用試験の実
施と大学病院での診療参
加型臨床実習の実施

・卒後教育を見据えた一
貫性のある教育を実施

・生涯教育

4



5

○ 大学病院は、新しい医療技術の開発研究を行う研究機関として、難治性疾患の原因究明、新しい診断・治療法
の開発、治験等を通じた新薬の開発等を実施。

○ 大学病院における研究は、大学の自主的・自律的学術研究をベースにダイナミックに発展。

【基礎研究】
生命現象や疾患構造の解明など理論的・知識的な研究を実行

理論から実用化へ向けた研究を実施（トランスレーショナル・リサーチ）

（大学病院における医学研究システム（例）） ※大学病院における教育研究と診療は有機的に発展する。

【応用研究】
新しい医療の実践に向けた展開（臨床薬学・個別医療）

研究の効果の評価・検証と新たな課題の設定（臨床疫学・医療経済学）

（取組事例）
■ 不妊治療、生殖医療等の研究や早期児における脳障害の発症の解明と予防法の開発。
■ 最新コンピュータ技術、ロボティックス技術の開発・利用による外科診療技術支援等を中心に、臨床応用・産業
化への取組（例：心筋細胞シート移植による心筋再生治療）等を実施。

大学病院の研究機能
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特定機能病院承認状況

平成４年７月に一部改正された医療法により、病院は長期慢性疾患を取り扱う療養型病床
群、高度の医療水準を要する疾患の診療にあたる一般病院、さらに高度の専門的な医療の開
発と実践にあたる特定機能病院に分類された。

○医療法 第４条の２（抜粋）
・高度の医療を提供する能力を有すること。
・高度の医療技術の開発及び評価を行う能
力を有すること。

・高度の医療に関する研修を行わせる能力
を有すること。 など

○病院設備条件
・集中治療室、無菌病室、医薬品情報管理
室を備えていること。

・病床数４００床以上を有すること。
・１０科以上の診療科を有すること。
・外来患者紹介率が３０％以上であること。

国立大学病院

公立大学病院

私立大学病院

その他

50.0％
（42）

9.5％
（8）

34.5％
（29）

6.0％
（5） 施設数：（ ）

大学病院の占める割合：94.0％ 79/84病院

※１ 医学教育課調べ（平成２３年１０月１日現在）

※２ その他（防衛医科大学校病院、国立がん研究センター中央病院、

大阪府立成人病センター、国立循環器病研究センター、

がん研究会有明病院）

特定機能病院の概要

大学病院の診療機能 －特定機能病院について－
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病床数 病床数 病床数 感染 病床数 結核 病床数 他 病床数 心臓 肝臓 肺 膵臓 小腸 腎臓

1 医系 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2 医系 ● ● 20 ● ● ● ● ● ● ●

3 医系 ● ● 10 ● ● ● ● 6 ● ●

4 医系 ● ● 20 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 医系 ● ● ● ● ● ● ●

6 医系 ● ● ● ● ● ●

7 医系 ● ● ● ● ●

8 医系 ● ● ● ● ● 2 ● 9 ● ● ●

9 医系 ● ● ● ● ● 5 ● ●

10 医系 ● ● 20 ● ● ● ● ● ● ● ●

11 医系 ● 34 ● ● ● ● 47 ●

12 医系 ● ● 16 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

13 医系 ● ● ● ● ● ● ●

14 医系 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

15 医系 ● ● ● ● ● ●

16 医系 ● ● ● ● ● ● ●

17 医系 ● ● 20 ● ● ● ● ● ● ● ●

18 医系 ● ● 4 ● ● ● ● ● ●

19 医系 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

20 医系 ● ● ● ● ● ● ●

21 医系 ● ● 20 ● ● ● ● ● ● ● ●

22 医系 ● ● ● ● ● ● ●

23 医系 ● ● ● ● ● 15 ● ● ● ● ● ●

24 医系 ● ● 20 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

25 医系 ● ● ● ● ● ● ● ●

26 医系 ● ● 10 ● ● ● ● ● 6 ● ●

27 医系 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

28 医系 ● ● ● ● 2 ● ● ● ● ● ● ●

29 医系 ● ● 18 ● ● ● ● ● 2 ● ● ● ● ●

30 医系 ● ● 20 ● ● ● ● ● ●

31 医系 ● ● ● ● ● 2 ● 6 ● ●

32 医系 ● ● 15 ● ● ● ● ● ● ●

33 医系 ● ● ● ● ● ● ● ●

34 医系 ● ● ● ● ● ●

35 医系 ● ● 22 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

36 医系 ● ● 30 ● ● ● ● ● ●

37 医系 ● ● 6 ● ● ● ● ● ● 2 ● 6 ● ● ● ●

38 医系 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

39 医系 ● ● 10 ● ● ● ● ●

40 医系 ● ● ● ● ● ●

41 医系 ● ● ● ● ● ● ● ●

42 医系 ● ● ● ● 2 ● 4 ● 4 ● ●

43 歯系

44 歯系

45 研病 ●

24 17 8 128 10 187 7 21 40 1 10 18 12 4 39 6 12 4 21 6 87 0 0 6 16 5 9 10 37 26 34

香川大学医学部附属病院

東京大学医科学研究所附属病院

熊本大学医学部附属病院

長崎大学病院

佐賀大学医学部附属病院

九州大学病院

高知大学医学部附属病院

愛媛大学医学部附属病院

名古屋大学医学部附属病院

浜松医科大学医学部附属病院

岐阜大学医学部附属病院

大阪大学歯学部附属病院

東京医科歯科大学歯学部附属病院

琉球大学医学部附属病院

鹿児島大学病院

宮崎大学医学部附属病院

大分大学医学部附属病院

鳥取大学医学部附属病院

神戸大学医学部附属病院

大阪大学医学部附属病院

京都大学医学部附属病院

滋賀医科大学医学部附属病院

三重大学医学部附属病院

東京大学医学部附属病院

千葉大学医学部附属病院

群馬大学医学部附属病院

筑波大学附属病院

山形大学医学部附属病院

徳島大学病院

山口大学医学部附属病院

広島大学病院

岡山大学病院

島根大学医学部附属病院

山梨大学医学部附属病院

福井大学医学部附属病院

金沢大学附属病院

富山大学附属病院

新潟大学医歯学総合病院

東京医科歯科大学医学部附属病院

秋田大学医学部附属病院

東北大学病院

弘前大学医学部附属病院

旭川医科大学病院

北海道大学病院

信州大学医学部附属病院

周産期

大学
病院
番号

エイズ 感染

高度救命

救急

センター

救命救急

センター

第二種感染症指定医療機関

（感染：感染症病床指定）

（結核：結核病床指定）

（他：結核患者収容モデル事業実施）

第一種

感染症

指定医療

機関

大学病院名

国立大学病院合計

臓器移植

臓器移植登録施設

がん 救急 災害

国立大学附属病院における政策医療等の対応

7※データの時点は以下のとおり。
○「がん」「僻地」「被ばく」「エイズ」「感染」・・・平成２４年４月、○「救急」「災害（DMAT）」・・・平成２４年３月、○「災害（災害拠点病院）」・・・平成２４年１月、○「臓器移植」・・・平成２３年１０月、○「周産期」「肝疾患」・・・平成２３年４月、○「難病」・・・平成２３年3月



4,743

4,954 4,994

5,308

5,564
5,758

6,257

6,507

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

1,364

1,507
1,581

1,720

1,827

1,986

2,147

2,301

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

46,845
48,586 49,072

52,185

55,031
56,812

61,507

63,709

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

9,083

9,796
9,987

10,617

11,211

12,110

12,890

13,568

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

■入院診療報酬請求額（億円） ■外来診療報酬請求額（億円）

■入院診療単価（円） ■外来診療単価（円）

【出典：病院資料】

国立大学病院 各種指標の推移①
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195,376

208,058

222,128

234,194
239,948

247,363

256,180
262,648

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

430,046

459,587

488,680

513,090
529,853

542,985

565,358
579,973

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

国立大学病院 各種指標の推移②

■手術件数（件） ■新入院患者数（人）

21.7

20.5

19.2

18.3

17.5
17.1

16.5
16.1

14

16

18

20

22

24

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

85.2
86.1 85.8 85.5 85.2 85.2 85.6 85.6

70

75

80

85

90

95

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

■一般病床平均在院日数（日） ■病床稼働率（％）

【出典：病院資料】
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○教育時間の推移（％）

国立大学病院における診療時間の増加等により、教育時間・研究時間が減少し教育研究への支障が懸念されている。

○研究時間の推移（％） ○診療時間の推移（％）

※国立大学協会第８次アンケート調査

（１）国立大学病院における教育・研究・診療時間の状況

（２）国立大学病院における教育・研究・診療機能・運営への影響状況

経営改善係数撤廃や診療報酬の引き上げ等が行われるも、教育・研究機能等への影響について、多くの病院が「変わらない」と回答しており、病院の危機感は根深い。

（％） （％）

※国立大学協会第８次アンケート調査

大学病院における医師の教育・研究・診療等の環境状況
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平成１５年から平成２２年にかけて、韓国、中国では２倍以上に増加している中、臨床医学の著名な雑誌に掲載される論文数が主
要国に比べ日本は激減している。

（３）臨床医学研究の国際競争力

区分 日本 韓国 中国

平成15年 2,251 294 353

平成16年 2,091 372 359

平成17年 2,109 459 403

平成18年 1,841 496 438

平成19年 1,730 543 554

平成20年 1,598 617 704

平成21年 1,646 711 881

平成22年 1,475 715 962

（対平成15年増減率） （▲34.5％） （143.2％） （172.5％）

（独）国立大学財務・経営センター理事長 豊田長康氏、
北海道大学医学研究科内科学講座呼吸器内科学分野教授 西村正治氏による分析

（PubMed,Core Clinical Journals １２０誌 整数カウント法）
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教 育

○教育時間の減少
○学生への卒前実習や卒後の
研修内容の低下

○研修医・専門医の確保困難
・質の低下

研 究

○研究時間の減少
○臨床研究の停滞
○新しい診断法･治療法の

開発の遅れ
○臨床研究者の減少 診 療

○診療業務の負担増大
○患者数の増加
○軽症患者の受入増加
○地域への医師供給機能の低下

≪本来の教育・研究・診療機能のバランスが崩れている≫

大学病院の現状
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②今後の医療提供体制に関する検討について



出典：2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口
（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

日本の人口の推移

2025年に向けて、
高齢者は約730
万人増加

（後期高齢者は
約770万人増加）
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２．医療・介護等①
（地域の実情に応じた医療・介護サービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化）

○ 高齢化が一段と進む2025 年に、どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる
社会を実現する。

○ 予防接種・検診等の疾病予防や介護予防を進め、また、病気になった場合にしっかり「治す医療」と、その人らしく
尊厳をもって生きられるよう「支える医療・介護」の双方を実現する。

（１）医療サービス提供体制の制度改革

○ 急性期をはじめとする医療機能の強化、病院・病床機能の役割分担・連携の推進、在宅医療の充実等を内容とする
医療サービス提供体制の制度改革に取り組む。

＜今後の見直しの方向性＞
ⅰ 病院・病床機能の分化・強化

・ 急性期病床の位置付けを明確化し、医療資源の集中投入による機能強化を図るなど、病院・病床の機能分化・強化
を推進する。

・ 病診連携、医療・介護連携等により必要なサービスを確保しつつ、一般病棟における長期入院の適正化を推進する。
ⅱ 在宅医療の推進

・ 在宅医療の拠点となる医療機関の趣旨及び役割を明確化するとともに、在宅医療について、達成すべき目標、
医療連携体制等を医療計画に記載すべきことを明確化するなどにより、在宅医療を充実させる。

ⅲ 医師確保対策

・ 医師の地域間、診療科間の偏在の是正に向け、都道府県が担う役割を強化し、医師のキャリア形成支援を通じた
医師確保の取組を推進する。

ⅳ チーム医療の推進

・ 多職種協働による質の高い医療を提供するため、高度な知識・判断が必要な一定の行為を行う看護師の能力を
認証する仕組みの導入などをはじめとして、チーム医療を推進する。

☆ あるべき医療提供体制の実現に向けて、診療報酬及び介護報酬改定、都道府県が策定する新たな医療計画に基づく
地域の医療提供体制の確保、補助金等の予算措置等を行うとともに、医療法等関連法を順次改正する。そのため、
平成24 年通常国会以降速やかな法案提出に向けて、関係者の意見を聴きながら検討する。

社会保障・税一体改革大綱（抄）
平成２４年２月１７日 閣議決定

第１部 社会保障改革
第３章 具体的改革内容（改革項目と工程）
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■ 委員

■ 国民会議の設置
・ 組織 ： 内閣総理大臣が任命。委員数20人以内。
・ 設置期限 ： 平成２５年８月２１日
・ 政府は、国民会議における審議の結果等を踏まえて、必要な法制上の措置を講ずるものとする。

（社会保障制度改革推進法）
社会保障制度改革国民会議

伊藤 元重 東京大学大学院経済学研究科教授
遠藤 久夫 学習院大学経済学部教授
大島 伸一 国立長寿医療研究センター総長
大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授
権丈 善一 慶應義塾大学商学部教授
駒村 康平 慶應義塾大学経済学部教授
榊原 智子 読売新聞東京本社編集局社会保障部次長
神野 直彦 東京大学名誉教授
清家 篤 慶應義塾長
永井 良三 自治医科大学学長
西沢 和彦 日本総合研究所調査部上席主任研究員
増田 寬也 野村総合研究所顧問
宮武 剛 目白大学大学院生涯福祉研究科客員教授
宮本 太郎 北海道大学大学院法学研究科教授
山崎 泰彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授

（会長代理）

（会長）
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検 討 項 目

○ 医療の改革
① 健康の維持増進、疾病の予防及び早期発見等を積極的に促進するとともに、医療従事者、医療施設等の
確保及び有効活用等を図ることにより、国民負担の増大を抑制しつつ必要な医療を確保

② 医療保険制度について、財政基盤の安定化、保険料に係る国民の負担に関する公平の確保、保険給付
の対象となる療養の範囲の適正化等を実施

③ 医療の在り方について、個人の尊厳が重んぜられ、患者の意思がより尊重されるよう必要な見直しを行い、
特に人生の最終段階を穏やかに過ごすことができる環境を整備

④ 今後の高齢者医療制度にかかる改革

○ 介護の改革
介護保険の保険給付の対象となる介護サービスの範囲の適正化等による介護サービスの効率化及び重
点化を図るとともに、低所得者をはじめとする国民の保険料に係る負担の増大を抑制しつつ必要な介護
サービスを確保

○ 年金の改革
① 今後の公的年金制度にかかる改革
② 現行年金制度の改善
（低年金・無年金者対策、厚生年金の適用拡大、被用者年金一元化等）

○ 少子化対策
社会保障制度の基盤を維持するための少子化対策を総合的かつ着実に実施

平成24年11月16日 民主党・自由民主党・公明党 三党実務者協議
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医療提供体制の改革に関する意見のポイント（平成23年12月22日社会保障審議会医療部会）

【医師の養成、配置のあり方】

○総合的な診療を行う医師や専門医の養成のあり方について、国において
検討を行う必要。

【医師確保対策のあり方】

○キャリア形成支援等を通じて都道府県が地域の医師確保に取り組むため、
法制化等により都道府県の役割を明確化。

○都道府県は、医療圏・診療科ごとの医師の需給状況を把握し必要性の高
いところに医師を供給するなど、きめ細かな対応が必要。

地域の実情に応じた医師等確保対策

Ⅰ 基本的な考え方
○現在抱える様々な課題に取り組みつつ、医療を取り巻く環境の変化に対応した、より効率的で質の高い医療提供体制の構築。
○①医師等の確保・偏在対策、②病院・病床の機能の明確化・強化、③在宅医療・連携の推進、④医療従事者間の役割分担とチーム医療の
推進といった視点から、医療提供体制の機能強化に向けた改革に積極的に取り組んでいくべき。

Ⅱ 個別の論点について

【病床区分のあり方】
○一般病床について機能分化を進め、急性期医療への人的資源の集中化を
図るなど、病床の機能分化・強化が必要であり、法制化を含め、こうした
方向性を明らかにして取り組むことが重要。
○一般病床の機能分化を進め、急性期医療への人的資源の集中化を図るた
めの具体的方策について、検討の場を設け、早急に検討（※）。
【臨床研究中核病院（仮称）の創設】
○医薬品、医療機器等の研究開発を推進し、医療の質の向上につなげてい
くための拠点として臨床研究中核病院を法制上位置づけることなどについ
て検討。
【特定機能病院のあり方】
○高度な医療の提供を担う特定機能病院としての質を継続的に確保してい
くため、更新制度を導入する等、評価のあり方を検討。

病院・病床の機能の明確化・強化

【在宅医療の推進、医療・介護間の連携】

○在宅医療の推進には、複数の医療機関等の連携システムの構築など、
地域としての供給体制整備が不可欠。そのためには、地域における多
職種での連携、協働を進めることが重要。

○在宅医療の拠点となる医療機関について、法制上、その趣旨及び役割
を明確化すべき。

○在宅医療を担う医療機関等の具体的な整備目標や役割分担等を医療計
画に盛り込むことを法制上明確にすべき。

在宅医療・連携の推進

【チーム医療の推進】

○限られたマンパワーで効率的かつ安全で質の高い医療を提供するため
に、チーム医療を推進していくべき。各医療関係職種が担う役割の重要
性を認識し、適切な評価をするべき。

【看護師、診療放射線技師等の業務範囲】

○安全性の確保とサービスの質の向上のため、現在看護師が実施してい
る高度かつ専門的な知識・判断が必要とされる行為について、教育・研
修を付加する必要。看護師が安全かつ迅速にサービスを提供するため、
その能力を十分に発揮するためにも、公的に認証することを含め一定以
上の能力を認証する仕組みは重要であり、この認証の仕組みの在り方に
ついては、医療現場の実態を踏まえたものとする必要（※）。

○診療放射線技師については、安全性を担保した上で、検査関連行為と
核医学検査をその業務範囲に追加することが必要。

※「一般病床の機能分化」については、「急性期医療に関する作業グループ」で具体的な枠組みがとりまとめられ、本年6月の社会保障審議会医療部会で了承。
「看護師の能力認証の仕組み」の法制化については、 「チーム医療推進会議」において、制度の詳細について、現在検討中。

医療従事者間の役割分担とチーム医療の推進
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○住民や患者は、都道府県が
公表する情報等をもとに各
医療機関の機能を適切に理
解しつつ利用

○都道府県は、各医療機関からの報告内容を患者・住民にわかりやすい形で公表。
○都道府県は、各医療機関の医療機能や病床機能の情報を活用して、地域にふさわしいバラ
ンスのとれた医療機能の分化と連携の姿（ビジョン）を描く（新たに医療計画において策定）

【地域の医療ビジョン作成】
・地域の将来的な医療ニーズの見通し
を踏まえたあるべき医療提供体制
・医療資源の現状 等

一般病床の機能分化を推進するための仕組み

地域の医療提供
体制の構築

急性期

亜急性
期

回復期

療養期在宅

医療機能、
病床機能
の情報等

（機能が見えにく
い）

（回復期）

（亜急性期）

（急性期）

医療機能
を自ら選択

医
療
機
関

都
道
府
県

○各医療機関は、自ら選択した医療機能（急性期、亜急性期、回復期
等）の内容や病床機能（提供している医療の特性、人的な体制等）を
都道府県に報告する仕組みを設ける。報告は病棟単位を基本。

○医療機関はビジョ
ンを経営戦略の指
標として活用（医療
機能の選択に活用）

【報告制度の導入】→現状把握

住民・患者一般病床 一般病床

○一般病床の機能分化を推進していくため、
①医療機関が担っている医療機能を都道府県に報告する仕組みを導入するとともに、
②報告を受けた情報を活用し、医療計画において、その地域にふさわしい地域医療のビジョンを策定
する仕組みを導入。これにより、地域の実情に応じた医療機能の分化と連携を推進し、均衡ある地域医療の発展を図る。
※この枠組みについては「急性期医療に関する作業グループ」でとりまとめられ、本年6月の社会保障審議会医療部会で了承。

○「病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」において、報告を求める医療機能の考え方や具体的な報告
事項等について検討中。

19



特定機能病院の承認要件の見直しに係る論点

○特定機能病院は、今後の高齢社会を踏まえ、多分野にわたる総合的な対応能力を有しつつ、かつ専門性
の高い医療を提供し、また、「地域医療の最後の拠り所」としての役割を担うことから、その承認要件としては、
どのようなものが適当か。

例えば、必須とする診療科目の設置及び専門医の配置など

○特定機能病院がその機能を適切に果たせるよう紹介制を高めていくべきではないか。そのためには、承認
要件である紹介率や算定式をどのように見直したらよいか。

○現在、「高度の医療技術の開発及び評価」についての承認要件を、病院に所属する医師等が発表した論
文の数で設定しているが、今後、その質を問う観点で見直してはどうか。

例えば、臨床研究論文の件数、インパクトファクターの高い学術雑誌への掲載件数など

○現在、「高度の医療に関する研修」についての承認要件を、専門的な研修を受ける医師及び歯科医師の
人数で設定しているが、今後、高度の医療を継続して提供する人材養成の体制を確保する観点で見直して
はどうか。

例えば、指導医の配置など

○その他に要件の見直しは考えられるか。また、承認後の評価のあり方をどうするか。
例えば、安全管理体制など

H24/3/15 第１回特定機能病院及び地域医療支援
病院のあり方に関する検討会資料
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